
幼児期の教育・保育の推進1

　教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策は、認定区分ごと、申込率の年度推移や市
町が実施した利用希望調査等により定めます。
　教育・保育の量の見込みは、市町子ども・子育て支援事業計画における数値を、区域ごと
に集計した数値とします。（表2 ～ 10）
　提供体制の確保方策は、原則として各年度において量の見込みを充足し、保育士の確保を
進めることで、待機児童が解消できるよう、各年度における提供体制の確保方策を定めます。

(2) 幼児期の教育・保育の量の見込みと確保方策

区域名 構成市町

下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町賀 茂

熱海市、伊東市熱海伊東

沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、伊豆市、伊豆の国市、函南町、清水町、長泉町、小山町駿東田方

富士宮市、富士市富 士

静岡市静 岡

島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、川根本町志太榛原

磐田市、掛川市、袋井市、御前崎市、菊川市、森町中 東 遠

浜松市、湖西市西 部

表1  区域一覧

(1) 区域の設定
　幼児期の教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策を定める単位として、区域を設
定します。（表1）
　区域数は、隣接市町間における幼稚園や保育所の広域利用の実態に即し、８区域とします。
　この区域は、教育・保育施設の認可・認定の際に行われる需給調整の判断基準となります。
　なお、教育・保育施設の利用は、区域を越えた利用を妨げるものではありません。
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表2  教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策（県全域）

　幼児期の教育・保育と放課後児童クラブの需給計画　

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【　県全域　】
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（ 確保方策－ 量の見込み）
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38,243
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9,559
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36,076
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3,957

9,944
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35,812

45,756

36,898

28,738

1,390

44,113

6,195

5,668

1,629

34,422

1,643

確　　保　　方　　策

確　　保　　方　　策

量　 の　 見　 込　み 　※１

確　　保　　方　　策

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

教育ニーズ
（ 幼児期の学校教育の

利用希望が強い）

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

確認を受けない幼稚園
( 私学助成を受ける幼稚園)

特定地域型
保育事業所

認可外保育施設　※ 2

保育ニーズ
（ 上記以外）

認可外保育施設　※ 2

（単位：人）

※1 ２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い者は幼稚園を利用する場合がある
※2 地方自治体が、一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等
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表3  教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策（賀茂区域）

313

274

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【　賀茂区域　】
下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町
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確　　保　　方　　策

確　　保　　方　　策

量　 の　 見　 込　み 

確　　保　　方　　策

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

教育ニーズ　※ 1

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

確認を受けない幼稚園
( 私学助成を受ける幼稚園)

特定地域型
保育事業所

認可外保育施設　※ 2

保育ニーズ
（ 上記以外）

認可外保育施設　※ 2

（単位：人）

※1 ２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い者は幼稚園を利用する場合がある
※2 地方自治体が、一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等
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表4  教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策（熱海伊東区域）

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【　熱海伊東区域　】
熱海市、伊東市
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特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

教育ニーズ　※ 1

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

確認を受けない幼稚園
( 私学助成を受ける幼稚園)

特定地域型
保育事業所

認可外保育施設　※ 2

保育ニーズ
（ 上記以外）

認可外保育施設　※ 2

（単位：人）

※1 ２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い者は幼稚園を利用する場合がある
※2 地方自治体が、一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等
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表5  教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策（駿東田方区域）

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度
【　駿東田方区域　】

沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、伊豆市、伊豆の国市
函南町、清水町、長泉町、小山町
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特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

教育ニーズ　※ 1

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

確認を受けない幼稚園
( 私学助成を受ける幼稚園)

特定地域型
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認可外保育施設　※ 2

保育ニーズ
（ 上記以外）
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（単位：人）

※1 ２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い者は幼稚園を利用する場合がある
※2 地方自治体が、一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等
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表6  教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策（富士区域）

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【　富士区域　】
富士宮市、富士市

３ 

歳
～ 

就
学
前
・
教
育
の
み

１ 

号
認
定

０ 

～ 

２ 

歳
保
育
の
必
要
性
あ
り

3 

号
認
定

３ 

歳
～ 

就
学
前
・
保
育
の
必
要
性
あ
り

２ 

号
認
定

量　 の　 見　 込　み

量　 の　 見　 込　み

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）
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確　　保　　方　　策
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量　 の　 見　 込　み 

確　　保　　方　　策

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

教育ニーズ　※ 1

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

確認を受けない幼稚園
( 私学助成を受ける幼稚園)

特定地域型
保育事業所

認可外保育施設　※ 2

保育ニーズ
（ 上記以外）

認可外保育施設　※ 2

（単位：人）

※1 ２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い者は幼稚園を利用する場合がある
※2 地方自治体が、一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等
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表7  教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策（静岡区域）

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【　静岡区域　】
静岡市
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189
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4,922
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7,041
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7,326
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702

9,083
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0

4,614

6,946

2,427

151

2,142

7,041

7,097

7,076

9,218

6,581

5,924

679

9,218

460

953

220

6,397

0

4,419

6,890

2,622

298

2,275

7,041

7,188

6,988

9,263

6,581

6,009

671

9,263

460

953

226

6,317

0

4,314

6,827

2,623
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6,937

7,206

7,029
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6,477

6,027
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0

確　　保　　方　　策

確　　保　　方　　策

量　 の　 見　 込　み 

確　　保　　方　　策

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

教育ニーズ　※ 1

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

確認を受けない幼稚園
( 私学助成を受ける幼稚園)

特定地域型
保育事業所

認可外保育施設　※ 2

保育ニーズ
（ 上記以外）

認可外保育施設　※ 2

（単位：人）

※1 ２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い者は幼稚園を利用する場合がある
※2 地方自治体が、一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等

　幼児期の教育・保育と放課後児童クラブの需給計画　

225



表8  教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策（志太榛原区域）

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【　志太榛原区域　】
島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、川根本町
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歳
～ 

就
学
前
・
教
育
の
み

１ 

号
認
定

０ 

～ 

２ 

歳
保
育
の
必
要
性
あ
り

3 

号
認
定

３ 

歳
～ 

就
学
前
・
保
育
の
必
要
性
あ
り

２ 

号
認
定

量　 の　 見　 込　み

量　 の　 見　 込　み

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

Ａ

Ｍ

E=B-A

R=N-M

L=I-F

B=C+D

N=
O+P+Q

F=G+H

I=J+K

Ｃ

Ｏ

Ｇ

Ｊ

Ｄ

Ｐ

Ｑ

Ｈ

Ｋ

4,339

4,020

1,653

295

546

5,992

4,315

4,438

4,984

4,091

3,048

186

4,575

1,901

1,065

202

4,252

409

4,210

4,008

1,732

309

676

5,942

4,317

4,326

5,002

4,221

3,050

183

4,593

1,721

1,065

202

4,143

409

3,976

4,047

1,886

285

915

5,862

4,332

4,117

5,032

4,141

3,065

180

4,623

1,721

1,065

202

3,937

409

3,868

3,999

1,994

333

1,008

5,862

4,332

4,024

5,032

4,141

3,065

177

4,623

1,721

1,065

202

3,847

409

3,828

3,952

2,034

380

1,060

5,862

4,332

3,972

5,032

4,141

3,065

174

4,623

1,721

1,065

202

3,798

409

確　　保　　方　　策

確　　保　　方　　策

量　 の　 見　 込　み 

確　　保　　方　　策

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

教育ニーズ　※ 1

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

確認を受けない幼稚園
( 私学助成を受ける幼稚園)

特定地域型
保育事業所

認可外保育施設　※ 2

保育ニーズ
（ 上記以外）

認可外保育施設　※ 2

（単位：人）

※1 ２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い者は幼稚園を利用する場合がある
※2 地方自治体が、一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等
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表9  教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策（中東遠区域）

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【　中東遠区域　】
磐田市、掛川市、袋井市、御前崎市、菊川市、森町
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教
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の
み
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認
定
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前
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育
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要
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あ
り

２ 

号
認
定

量　 の　 見　 込　み

量　 の　 見　 込　み

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

Ａ

Ｍ

E=B-A

R=N-M

L=I-F

B=C+D

N=
O+P+Q

F=G+H

I=J+K

Ｃ

Ｏ

Ｇ

Ｊ

Ｄ

Ｐ

Ｑ

Ｈ

Ｋ

3,489

4,833

3,772

522

927

7,261

5,355

6,029

6,956

7,261

4,033

0

6,551

0

819

503

6,029

405

3,209

4,629

3,803

724

998

7,012

5,353

5,963

6,961

7,012

4,031

0

6,556

0

819

503

5,963

405

2,925

4,664

4,021

689

1,195

6,946

5,353

5,766

6,961

6,946

4,031

0

6,556

0

819

503

5,766

405

2,817

4,684

4,066

669

1,478

6,883

5,353

5,483

6,961

6,883

4,031

0

6,556

0

819

503

5,483

405

2,746

4,639

4,077

708

1,676

6,823

5,347

5,285

6,961

6,823

4,025

0

6,556

0

819

503

5,285

405

確　　保　　方　　策

確　　保　　方　　策

量　 の　 見　 込　み 

確　　保　　方　　策

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

教育ニーズ　※ 1

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

確認を受けない幼稚園
( 私学助成を受ける幼稚園)

特定地域型
保育事業所

認可外保育施設　※ 2

保育ニーズ
（ 上記以外）

認可外保育施設　※ 2

（単位：人）

※1 ２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い者は幼稚園を利用する場合がある
※2 地方自治体が、一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等
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表10  教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策（西部区域）

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【　西部区域　】
浜松市、湖西市
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過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み）

Ａ

Ｍ

E=B-A

R=N-M

L=I-F

B=C+D

N=
O+P+Q

F=G+H

I=J+K

Ｃ

Ｏ

Ｇ

Ｊ

Ｄ

Ｐ

Ｑ

Ｈ

Ｋ

7,673

7,898

2,562

537

1,151

10,235

8,435

8,811

9,962

7,144

7,325

0

9,770

3,091

987

123

8,811

192

6,943

7,844

3,289

691

1,167

10,232

8,535

8,797

9,964

7,141

7,330

0

9,772

3,091

1,082

123

8,797

192

6,193

8,147

4,036

586

1,362

10,229

8,733

8,677

10,039

7,138

7,433

0

9,847

3,091

1,177

123

8,677

192

5,583

8,322

4,640

635

1,512

10,223

8,957

8,674

10,186

7,132

7,562

0

9,994

3,091

1,272

123

8,674

192

5,078

8,486

5,126

645

1,477

10,204

9,131

8,784

10,261

7,113

7,641

0

10,069

3,091

1,367

123

8,784

192

確　　保　　方　　策

確　　保　　方　　策

量　 の　 見　 込　み 

確　　保　　方　　策

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

教育ニーズ　※ 1

特定教育・保育施設
( 幼稚園、認定こども園)

確認を受けない幼稚園
( 私学助成を受ける幼稚園)

特定地域型
保育事業所

認可外保育施設　※ 2

保育ニーズ
（ 上記以外）

認可外保育施設　※ 2

（単位：人）

※1 ２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い者は幼稚園を利用する場合がある
※2 地方自治体が、一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等
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(3) 県の認可・認定に関する需給調整の考え方
ア 基本的な考え方
　申請をした認定こども園や保育所が適格性、認可基準を満たす場合は認可・認定します。
　ただし、当該認定こども園や保育所が所在する区域における教育・保育施設の利用定員
の総数(確認を受けない幼稚園の定員を含む)が、本計画で定める量の見込み（必要な利用
定員の総数）に既に達しているか、認可・認定によってこれを超えることになると認める場
合には、需給調整します。

イ 認定こども園に移行する場合の需給調整
　既存の幼稚園や保育所が認定こども園への移行を希望する場合には、認可・認定基準を
満たす限り、利用定員の総数が量の見込みを上回る場合にも、原則として認可・認定し、移
行を促進します。
　なお、需給調整により認可・認定できないことがないよう量の見込みに「県計画で定める
数」を上乗せできますが、具体的な数値は定めず、認定こども園への移行を促進します。

(4) 幼児期の教育・保育の一体的提供
ア 乳幼児期の人格形成に向けた質の高い教育・保育の提供
　乳幼児期は、人格形成の基礎が培われる重要な時期であり、すべての就学前の児童に対し、
幼稚園教諭や保育士等による質の高い教育・保育を十分に提供できる環境が必要です。
　このため、こどもの達成感を重視した生活や遊びを支援するための知識・技術を高める
幼児教育センター主催研修のほか、幼小の接続や人材育成の取組を情報共有する市町幼児
教育担当者連絡会等を実施します。

イ 教育・保育施設や地域型保育事業を行う者の相互の連携
　小規模保育事業等の地域型保育事業は、原則、満３歳未満の児童を対象に、少人数で保育
を行います。
　このため、満３歳以降の利用先となる認定こども園や保育所等との連携が円滑に行われ
るよう、施設確保の必要性や、連携施設がない場合に給付費が減額となることを、市町に対
して周知します。

ウ 施設等利用給付の円滑な実施の確保に向けた必要な市町との連携
　市町による子育てのための施設等利用給付が円滑に行われるよう、次のとおり連携しま
す。

　幼児期の教育・保育と放課後児童クラブの需給計画　

229



●市町が行う特定子ども・子育て支援施設等の確認や公示に対する県による施設等の情報
　提供
●法に基づく、市町の指導等の事務執行や権限行使に際し、県と市町間での施設情報の共有   
　のほか、県と市町による合同の立入調査や関係法令に基づく是正指導
●市町相互や市町と県との間で、預かり保育や認可外保育施設等の基本的な情報の共有

(5) 保育従事者の必要見込数
　確保方策等をもとに、こどもの年齢別における実際の職員配置割合により、保育従事者の
必要見込数を算定します。（表11）

(6) 教育・保育情報の公表
　教育・保育を提供する施設等の情報を公表することは、施設・事業の透明性を高めてい
くために必要です。
　また、小学校就学前のこどもを持つ保護者が、教育・保育をこどもに受けさせる機会を確
保するためにも施設等の情報は必要です。
　このため、開所時間や利用定員、設備など施設等から報告された内容を、県ホームページ
で公表します。

表11  保育従事者の必要見込数
（単位：人）

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【 県全域 】

保育教諭
〈幼保連携型認定こども園〉 6,727 6,696 6,694 6,701 6,700

保育士
〈保育所等〉 10,149 10,025 10,046 10,004 9,969

幼稚園教諭
〈幼稚園、幼稚園型認定こども園〉 2,252 2,096 1,934 1,820 1,742

　幼児期の教育・保育と放課後児童クラブの需給計画　

230



放課後児童対策の推進2

(1) 放課後児童クラブの量の見込みと確保方策
　放課後児童クラブの量の見込みと提供体制の確保方策は、申込率の年度推移や市町が実
施した利用希望調査等により定めます。（表12）

　待機児童の解消に向け、市町が着実に計画を推進できるよう、放課後児童クラブの運営や
施設整備を支援するとともに、確保方策の拡大によって必要となる放課後児童支援員等の
人材を確保するため、毎年度、養成研修や資質向上研修を実施していきます。

表12  放課後児童クラブの量の見込みと提供体制の確保方策

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度【　県全域　】

Ｃ 10,950 10,829 10,549 10,295

量　 の　 見　 込　み A=B ～ G 39,402 39,361 39,177 39,117 38,976

確保方策 Ｈ 42,169 42,543 42,846 43,221 43,436

過不足
（ 確保方策－ 量の見込み） I=H-A 2,767 3,182 3,669 4,104 4,460

10,239

Ｂ 11.788 11,528 11,290 11,305 10,940小学校１年生

Ｄ 8,707 8,816 8,740 8,503 8,297小学校３年生

Ｅ 4,585 4,545 4,636 4,585 4,477小学校4年生

F 2,331 2,476 2,577 2,776 2,917小学校5年生

G 1,041 1,167 1,385 1,653 2,106小学校6年生

小学校２年生

（単位：人）
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( ２) 放課後児童支援員の従事者数
　放課後児童支援員の必要見込み数を算出します。（表13）

( ３) 放課後子供教室との校内交流型（一体型）・連携型の推進
　放課後等を、放課後児童クラブや放課後子供教室で安全・安心に過ごし、多様な体験・活
動ができることが求められています。
　放課後児童クラブは、共働き家庭等の児童に日々の生活や遊びの場を常時提供し、放課後
子供教室は、全ての児童を対象に学習や体験活動の場を随時提供するものです。
　放課後児童クラブを生活の場とする児童が、放課後子供教室の学習や体験活動に参加で
きるように「学校・家庭・地域連携推進委員会」において、現状を把握し両事業の連携方策
の検討を行い、校内交流型（一体型）又は連携型として実施できるように取り組んでいきま
す。

表13  放課後児童支援員の必要見込み数
（単位：人）

７年度 8年度 9年度 10年度 11年度区分

放課後児童支援員 3,264 3,288 3,312 3,345 3,366
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